
【事業の経緯】

河川-6  中山西川総合流域防災事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初
(Hll新規評価 )

H2 H18 33.6 5.69

改修延長い1,600m

河道拡帽、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁等

第1回審議
(H16)

再評価後
5年経過

H2 H22 38.5 2.27

改修延長卜1,600m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁等

第2回審議
(H21)

再評価後
5年経過

H2 H27 41.5 2.11

改修延長L=1,600m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁等

第3回審議
(H26)

再評価後
5年経過

H2 H29 48.0 1.48

改修延長い1,600m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁等

第4回審議
(H30:今 回)

再評価後変更 H2 H33 48.0 1.43

改修延長い1,600m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋染等



チ ェ ク ストによる || の

河 )II名 中山西サII 事業名 事業区間総合流域 本)II本明川合流点～血1600L=1,600m

再評価後変更再 評 価 の 実 施 理 由

未着工或いは事業が長期間要している
理     由

軟弱地盤を改良しながらの改修工事であるとともに、道路橋・」R橋の
架替えに時間を要したため。

洪水に対し安全な河道を確録し、河川の氾濫を防止する。事   業   目  的

事 業 実 施 内 容 河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、橋梁等

長崎県総合計国ケヤレンシ2020

9-(4)-5「 地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた
施設整備などの防災対策の推進 I

上 位 計 画 に お け る 位 置 づ け

事
業
内
容

目標流量 65■n3/s 治水安全度 1/30

事業採択年 平成2年 用地着手年 平成3年 工事着工年 平成7年

48.0億円
(9,1億 円)

投資事業費
(内用地費)

43.0億円(進捗率 89.6%)
9。 1億 円(進捗率 100.0%)

全体事業費
(内用地費)

国道207号上流までの河道拡幅および」R橋架設まではほぼ施工済み。事業進捗状況

事
業
の
進
捗
状
況 一連の整備効果の発現状況

整備済区間 (国道207号上流まで)については、日標流量を流
す流下能力を有している。

現状での課題 事業を促進し、早期完成を目指す。(平成33年度完成予定)

① 浸水戸数

② 農地浸水面積

③ 重要な公共施設等

④ 災害弱者関連施設

⑤ その他

124ア煮

18.3ha

特になし

保育園2ヶ所

国道207号

災害発生時影響 (想定氾濫区域内)

① 主な被災年

② 最大浸水戸数

③ 最大農地浸水面積

④ 重要な公共施設等

⑤ 災害弱者関連施設

⑥ その他

昭和32年、昭和57年、平成2年、平成9年、平成11年

121戸 昭和32年 7月 洪水

43ha 昭和32年7月 洪水

過去の災害実績

不明

国道207号

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況

① 改修 目標流量に対する現況流下能力の割合 :約20%

② 現況の治水安全度    : 1/2未 満

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

地
域
の
状
況

① 地城開発の状
ヱЙと:

② 地域の協力体制 :

③ 関連事業との整
合性の変化 :

④ 地域の事業に対
する社会的評価 :

⑤ 事業の状況 :

国這友び覇
`市

計国街路の工事が:(医んでおり、今後、測川改修の進捗と共に宅
地化が進む可能性がある。なお、中山西川下流部で進められている道路整備
については、長田バイパスが平成22年 11月 に完了、諌早外環状線が平成21

年4月 に一部供用開始されている。

特になし

特になし

洪水氾濫被害に対する安全の確保のため、河川改修事業の早期完成が望ま
れている。
地盤改良作業や、道路橋・」R橋の架設等に時間を要したことから、事業期間
が延びている。

費
用
対
効
果
分
析

「治水経済調査マニュアル (案 )の「治水事業の経済効果」に基き分析

総便益 (B):   13,708.4百 万円

総費用 (C):   9,560,4百万円

B/C=  1.43

再評価による今後の対応方針 事業継続



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

河川-6総合流域防災事業

中山西川

長崎県
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改修延長 い1,600m
河道拡幅、築堤、護岸整備、

橋梁架替等

幹 想定氾濫区域
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ー

」R下流付近  (Hll.7.23)
被害吠況 (Hl1 7.23)

水害発生時の気象

国道下流付近  (H98.12)

改修状況

5

年月日
日雨E
(mm/日 )

最大日吉間

雨置
(mm/h)

備
｀

者

H9.7.10 174 32
限地被害0 24knf、 宅地その他002k∬、床上
1棟、床下9棟

H9.8.12 170 54 農地被曽0刊 kHf、 宅地その他002knf、 床下
13棟

Hl¶ .7.23 342 101
農地被害3 3knf、

出1棟、半壊 1棟、
宅地その他03k浦、全壊流
床上71刊 椋、床下471棟

―

改修状況 (JR)   6   上流部改修ラ定区間



―
送水管

一
 方ス管

【理由】
日市道橋の撤去及び仮設道路の施工に際し、添架されている送
水管 aガス管の移設等、管理者との協議に日数を要したため。

再評価に至った理由

【完了工期】H29(前 )→ H33(変更)
ロ

7

再評価に至つた理由

【完了工期】H29(前 )→ H33(変更)
ロ

慕
ト

０

働

【理由】
E軟弱地盤対策として地盤改良が必要となったが、
その施工に期間を要したため。

地 盤 改 良 横 断 図 s,1/200

8



→

〔マイナス要因〕
・工 期 の 延 長 (橋梁架替えに伴う管理者との調整)

・被害額の減少 (資産単価見直しによる)

年平均被害軽減期待額 343.8百万円 ⇒ 338.3百万円

【B/C】 1.48(前回) 143(現行 )

9

対応方針

(原案)
継続



【事業の経緯】

河川-7  郡川総合流域防災事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初 H9 H28
改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁～堰等

第1回審議
(H16)

整備計画策定 H9 H28 59.3 2.45

改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削～築堤、護岸、
橋梁、堰等

第2回審議
(H21)

整備計画策定後

5年経過
H9 H35 59.3 1.41

改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第3回審議
(H26)

再評価後
5年経過

H9 H35 59.3 1.40

改修延長卜8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第4回審議
(H30:今 回)

再評価後
変更

H9 H42 77.2 1.32

改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁～堰等



ス

総合流域防災 事業区間 河日～南河内川合流点 L=8,970m河,II名 郡川 事業名

再 評 価 の 実 施 理 由 再評価後変更

改修延長が長く、堰・橋梁等の構造物が多く、関係機関との調整に時間を要す

るため。
未着工或いは事業が長期間要している

理     由

洪水に封し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。事  業   目  的

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、橋梁、堰等事 業 実 施 内 容

長崎県総合計画チャレンジ2020
9-(4)-5「地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備
などの防災対策の推進」

上 位 計 画 に お け る 位 置 づ け

1/50520m3/s 治水安全度

事
業
内
容

目標流量

工事着二年 平成20年度平成9年 用地着手年 平成13年事業採択年

77.2億円
(4.0億 円)

投資事業費
(内用地費)

23.8億円(進捗率 30,8%)
2,07億 円(進捗率 ,Fl.8%)

全体事業費
(内用地費)

事業進捗状況 郡川河口より左岸の拡幅、護岸整備を進めている。

区間 (下流部約850m区問)については、日標流量を流す流下能力
一連の整備効果の発現状況

を有している。

事
業
の
進
捗
状
況

現状での課題 事業を促進し、早期完成を目指す。(平成42年度完成予定)

① 浸水戸数

② 農地浸水面積

③ 重要な公共施設等

④ 災害弱者関連施設

⑤ その他

1149戸

160ha

中学校 1、 消防分署

養護学校 1

国道34号、JR大村線

災害発生時影響 (想定氾濫区域内)

① 主な被災年

② 最大浸水戸数

③ 最大農地浸水面積

④ 重要な公共施設等

⑤ 災害弱者関連施設

⑥ その他

: 昭和32年、37年、51年、57年、62年、平成2年、3年

: 62戸 (平成2年 7月 )

: 60.6ha(平成2年 7月 )

: 不明

: 不明

: 不明

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況

① 改修 目標流量に対する現況流下能力の割合 :約50%

② 現況の治水安全度    : 1/2未満

事
業
を
、巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

地
域
の
状
況

③ 関連事業との整合性の
変化

④ 地域の事業に対する
社会的評価

⑤ 事業の状況

高速交通体系の要衡地である地理的特性を活かし都市機能や産業等の集

積が進んでおり、現在新幹線の整備も進められている。

大村市を主体とした協力を得ている。

最下流部では大村市総合運動公園の整備が進められているが、整合性に
ついて特に変化はない。

洪水氾濫被害に対する安全の確保のため、河川改修事業の早期完成が望

まれている。

H30年度から九州新幹線事業に伴い、」R大村線橋梁の架替え事業を都市

計画道路と合わせて開始予定

① 地域開発の状況

② 地域の協力体制

費
用
対
効
果
分
析

「治水経済調査マニュアル (案 ):平成17年4月 」に基づき分析

総便益 (B):   10,761 百万円

総費用(C):   8,164 百万円

B/C=  1.32   .

再評価による今後の対応方針 事業継続



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

河川-7総合流域防災事業

君| ,II

長崎県

位置図

1

萱瀬ダムJR大村線

長崎自動車道

事業実施区間 L=8,970m

2



事業概要

想定氾濫区域

改修済み区間 卜 85(瓶

事業実施区間 い8,970m

3

事業概要

工事延長 い8,970m

河道拡幅、築堤、護岸整備、
橋梁架替、堰改築等

九州電力 大村
火力発電所 (旧 ) Ｆ
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広域河川改絡事業 L=8,970m
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過去の被災写真
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①
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③

現況写真 (施工済区間)

現況河幅69m計画河幅87m

5

星防拡幅

6

2V00付近 右岸堤内地

lk150付近 右岸堤内地

lk800付近 左岸堤内地

護岸改修

改修後改修前

平四郎堰改修

改修前 改修後

面定堰から可励堰ヘ



現況写真 (施工済区聞)

吟

現況写真 (未施工済区間)

の掛誉

固定堰から可動堰ヘ

7

本庄堰改修

堰右岸改修工事中 改修後



現況写真 (未施工済区間)

現況写真 (未施工済区間)

9
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現況写真 (未施工済区間)

河床の暫定掘削

再評価に至つた理由 (1)

【完了工期】H35(前回)→ H42(変更)

11

【理由】
B」 R六村線橋梁の架替えに時間を要するため。
F改修延長が長く、堰旱補梁等の構造物が多く、
関係機関との調整に時間を要するため。

平四郎堰改修

改修前 改修後

12
固定堰から可助堰ヘ



再訂価に至つた理由 (2)

【事業費増】59.3億円(前回)→ 77.2億 円(変更)

がf

瀬強いい山“・
一一「一トエ．・一

|  :|■ ´

ィ■フ

仮線方式区間

〔事業費増の主な内

13

再評価に至つた理由 (2)

【事業費増】59.3億円(前 )→ 77.2億 円(変更)ロ

本城堰改修

堰の改築費用の実績に伴う変更。

〔事業費増の主な内容〕

事業翼増の内害 増観 主な増領理由

①仮線方式 約 10.0億 円
九州新幹線車両基地の設置に伴い、」R橋の改業方式が活
線方式から仮線方式へと変更。

②堰の改築費用 約8.0億 円 堰の改築費用の実績に伴う変更。

計 約180億円

事業翼増の内害 増観 主な増観理由

①仮線方式 約10.0億 円
九州新幹線車両基地の設置に伴い、」R橋の改築方式が活
線方式から仮線方式へと変更。

②堰の改築費用 約80億円 堰の改築費用の実績に伴う変更。

計 約180億円

14



費用期効果分析

【B/C】 1.40(前回)→ 1.32(現行)

〔マイナス要因〕
・事業費の増 (堰及び橋梁架者に伴う事業費増)

・工期の延長 (堰・橋梁架替についての関係機関調整)

〔プラス要因〕
・想定氾濫区域内延床面積の増

延床面積(88,071騨2→ 105,354m2)
H想定氾濫区域内世帯数の増

世帯数(1,036人→191s2人 )

15

対応方針
(原案)

継続



【事業の経緯】

河川-8  山田川総合流域防災事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完了 (億円)

当初
(H13新規評価)

H15 H25 17.0 2.79

改修延長卜1,000m

河道拡幅、河床掘削、護岸、橋
梁、堰等

第1回審議
(H18)

再評価後5年
経過

H15 H25 17.0 3.92

改修延長い1!000市

河道拡幅、河床掘削、護岸、橋
梁、堰等

第2回審議
(H25)

再評価後5年
経過

H15 H30 17.0 5,37

改修延長卜1,000m

河道拡幅、河床掘削、護岸、橋
梁、堰等

第3回審議
(H30)

再評価後5年
経過

H15 H40 25.0 3.79

改修延長い1,000m

河道拡幅、河床掘削、護岸、橋
梁、堰等



チェック ストによる || 項 目

総合流域防災 事業区間 神幸橋下流河口～蒐塚橋 改修延長L=1,000m河)II名 山田川 事業名

再評価の実施理由 再評価後5年経過

橋梁、堰、落差工等の長期的な工期が必要な構造物が多いため未着工或いは事業が長期間要している理由

事 業 目的 洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。

事業実施内容 河道拡幅、河床掘削、護岸、橋梁、堰等

上位計画における位置づけ
長崎県総合計画チャレンジ2020
9-(4)-5「 地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備などの防災
封策の推進」

1/30

事
業
内
容

目標 流 量 160m3/s 治水安全度

工事着二年 平成20年度事業採択年 平成15年度 用地着手年 平成16年度

全体事業費

(内用地費)

25,0億円

0.73億円

投資事業費

(内用地費)

17.4億円

0.54億円

(進捗率69,6%)

(進捗率73,9%)

事業進捗状況 河日から鉄道橋下までの270mの区間が河道改修は完了。

事
業

の
進
捗
状
況 一連の整備効果の発現状況 河日から鉄道橋下までの300mの 区間は、日標の流下能力を確保。

現状での

課題
事業を促進し、早期完成を図る。(H40年度完成予定)

①浸 水 戸 数 :

②農地浸水面積  :
③重要な公共施設等

④災害弱者関連施設

⑤そ の 他 :

184戸

8,7ha

島原鉄道、駅、消防署、公民館

幼稚園、グループホーム

国道251号、市道大塚土井線

①主な被災年  :
②最大浸水戸数  :
③最大農地浸水面積 :

④重要な公共施設等 :

⑤災害弱者関連施設 :

⑥そ の 他 :

昭和60年、平成11年、平成 13年

95戸  (昭和60年 )

3.Oha(昭和60年 )

町道大塚土井線、国道251号線 (昭和60年)

去の災害実績

事
業
目
的

に
関
す
る
諸
状
況

①改修日標流量に対する現況流下能力の割合:約55%程度

②現況の治水安全度       :1/2程 度

地
域

の
状
況

① 地域開発の状況 :

特に開発計画はないが、下流域の国道・島原鉄道を中心に吾妻町の中心部を占めている。

② 地域の協力体制 :

雲仙市が主体となり、山田川河)lI事業推進協議会を設立している。

③ 関連事業との整合性の変化 :

なし

④ 地域の事業に対する社会的評価 :

洪水氾濫被害に対する安全の確保が地元住民からの要望で、河川改修の早期完成が望まれて
いる。

⑤事業の状況 :

河日から河道改修を行つており、H28年度に懸案事項であつた島原鉄道橋が完了したので、随時
改修事業を進捗させているところである。

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

費
用
対
効
果
分
析

「治水経済調査マニュアル (案 )」 に基づき分析

b/c= 3,79

総便益 (b)

総費用 (c)

12,001.0百万円

3,168,0百万円

再評価による
今後の姑応方針

事 業 継 続



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

河川-8 総合流域防災事業

山田川

長崎県

1

工事済み区間 L=300m

2



2.山田川全景写真

事業実施区聞 い 1000m

工事済み区問 い3∞m
腫岸工 い 1000m
道躊橋 N32格
鉄道精 N〓 1幡

堰 N=盛

蒐環精

甘導顕首エ吾妻駅

向井頭営エ
船浄精

工仙市役所

鉄道橋 親和銀行

新田騒首エ

神幸襦

田道2Sl母線

陳早湾千柄

島原鉄適
氾濫区壊

写真位置図

3田 山田川の水害状況

②

③

丘瑠轟1報 1,H2烏原想速橘 1ヽ1,'「

付近堤内鸞

年 月 日 S60 7 9

日 雨 量 26651Ⅲアロ)

最大時間雨量 45 5 (mm/h)

備  考
床上浸水23棟

床下浸水72棟

水害発生の状況

①

④



4 山田川平面図
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原
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5

■洪水氾濫による社会的な影響
日山田川の沿川には、雲仙市役所、銀行など資産が集積しています。
日また、国道251号、島原鉄道等島原半島の人や物流の基幹交通ネットワークが含まれています。
日山田川において、ひとたび洪水が発生すると国道、市道などの交通遮断が発生し、救急搬送等への影響が発

生 る れがあります。

6



6.山田川現況写真
口河道の日標流量を安全に流下させるために、下流側から順次河道拡幅、護岸整備を実施して
います。
日平成25年から平成28年までの間は、島原鉄道橋の架け替えを実施し、続いて取水堰の改築
を実施しています。

Ok1004f」丘 Ok6004↓」丘

事業済み区間 事業予定区間

7口再評価に至った理由(1)

【完了工期】H30(前 )→H40(今回)
ロ

・島原鉄道の架け替えに伴う調整や工事に長期間を要した。また、
残工事として、堰の改築などに期間を要するため、事業期間を平
成30年度から平成40年度まで延長する。

7

暴
神
幸
橋

静
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子
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日
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〓
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田
線

■

慕

島
【
鋏
Ｈ

8
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8日再評価に至つた理由 (2)

【事業費増】1 7EO億円(前 )→ 25日0億円 (今回)ロ

・島原鉄道橋の架け替え工事費用が増

額となつたこと及び堰の改築費用の増に

より、事業費が8億円の増となる。

〔事業費増の主な内容〕

8B再評価に至つた理由(2)

【事業費増】17.0億円(前回)→ 25日0億円(今回)

仮設の構台において、上流側に設置予定
であつたが、地権者の承諾が得られず、下

流側に変更となり、土工事や大型上のう

等の仮設工が追加となった。

大型上のう

増額 主な増額理由事業費増の内容

仮設工の増 (仮設構台)①鉄橋架替費用の増 約30億円

約4・ 0億円 取水管理者との協議による堰の形式変更②取水堰改築費の見直し

③その他 約■o億円 上記修正設計や労務・資材単価の増

約8o億円合計

10



8 費用対効果分析

【B/C】 5.39(前 )→ 3日79(今回)

[マイナス要因]

・事業費の増 (鉄道橋、取水堰の改築費の見直し)

・事業期間の延長 (鉄道橋架替えに期間を要した)

[プラス要因]

・特になし

[その他の要因]

日特になし

11

ロ

対応方針
(原案)



【事業の経緯】

河川-9  川棚川広域河川改修事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

第 1回審議
(H10)

事業採択後10

年経過
S33 H16 132.0 4.36

改修延長 卜15,990m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第2回審議

(H15)
再評価後
5年経過

S33 H17 136.0 2.73

改修延長 い 15,990m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第3回審議
(H18)

基本方針策定
平成17年 11月

S33 H23 137.2 2.48

改修延長 L=15,990m
河道拡幅、河床掘肖1、 築堤、護岸、
橋梁、堰等

第4回審議
(H23)

再評価後
5年経過

S33 H28 139.3 1.52

改修延長 L=15,990m
河道拡幅、河床掘肖1、 築堤、護岸、
橋梁、堰等

第5回審議
(H28)

再評価後
5年経過

S33 H30 140.5 1.69

改修延長 L=15,990m
河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第6回審議
(H30:今回)

再評価後
変更

S33 H34 143.5 1.65

改修延長 い15,990m

河道拡幅～河床掘削～築堤、護岸、
橋梁、堰等



チ ェ リストによる河川事業の再評価項目

広域河川 事業区間
本

支
:河 口～舘橋上流 レ 15,990m
:石木川他4河川 L=8,300m河サll名 川棚川 事業名

再評価後変更 (事業期間・事業費)再 評 価 の 実 施 理 由

岩盤掘削費の増により事業費が増大したため。未着工或いは事業が長期間要している
理     由

洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。事   業   目  的

事 業 実 施 内 容 河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸整備、橋梁架替、堰改築等

長崎県長期総合計画チヤレンシ
・2020

9-(4)-5(地震 。大雨・台風・高潮などの自然災害に備えた施設整
備など防災対策の推進 )

上 位 計 画 に お け る 位 置 づ け

1,130m3/s 治水安全度 1/100

事
業
内
容

目標流量

昭不日33年 用地着手年 昭和33年 工事着工年 昭不日33年事業採択年

139.6億円 (進捗率
(4.8億円)(進捗率

97.3%)
100.0%)

全体事業費
(内用地費)

143.5億円
(4.8億円)

投資事業費
(内用地費)

事業進捗状況 本川及び支川志折川・長野川・村木川・金屋川・石木川は、ほぼ完了。

改修済み区間は、本川の江川橋付近の掘削を残して(計画流量の9
一連の整備効果の発現状況

、日標の流下能力を確保。

事
業

の
進
捗
状
況

事業を促進し、早期完成を図る。(H34年度完成予定)現状での課題

1,582戸

186ha

中学校 1、 小学校 1、 警察署、駐在所、郵便局 1、 浄水場2、

公民館 3、 勤労体育センター、生きがいセンター

養護学校、病院4、 幼稚園1、 保育園4

国道205号、県道5路線、町道他

災害発生時影響 (想定氾濫区域内)

④ 災害弱者関連施設

⑤ その他

① 浸水戸数

② 農地浸水面積

③ 重要な公共施設等

昭和42年、昭和47年、平成2年

803戸  (昭和42年 )

46ha (昭和42年 )

警察署、浄水場 1、 公民館 1

病院 1、 幼稚園1

国道205号、県道4号他

① 主な被災年

② 最大浸水戸数

③ 最大浸水面積

④ 重要な公共施設等

⑤ 災害弱者関連施設

⑥ その他

去の災害実績

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況

(事業着手時点)

(約15%)

(1/2)

① 改修 目標流量に対する現況流下能力の割合 :約90%

② 現況の治水安全度    : 1/30

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等

の
変
化

地
域

の
状
況

川棚町・波佐見町とも、町が主体となつた積極的な協力を得ている。ま

た、「波佐見の緑と水を考える会」などの河川愛護活動などが活発に行

われている。

石木ダム建設事業と一体となつた計画で実施中。町が、当事業と一体となって
整備する「圃場整備事業」、「桜づつみ整備事業」等は完成。

平成2年にも水害が発生し、地域としては早期の治水対策が望まれている。町・

地元の河川環境に対する意識が高く活動も活発で、「水辺の楽校推進協議会」
等により、県と一体となって川づくりに取り組んでいる。

残つている江川橋付近の掘削について、周辺への影響を考慮した岩

盤掘削により時間を要するため事業期間が延びている。

大規模な開発計画は無く、人 口の変動は少ない。

⑤ 事業の状況

① 地域開発の状況

② 地域の協力体制

③ 関連事業との整合性の
変化

④ 地域の事業に対する
社会的評価

費
用
対
効
果
分
析

総便益 (B):

総費用 (C):

B/C=  1.65

「治水経済調査マニュアル (案 )」 に基づき分析

130,419

78,806

百万円

百万円

事業継続再評価による今後の対応方針



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

河川-9 広域河川改修事業
,II棚 ,II

長崎県

1

位置図(1)
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位置図(2)
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事業概要
【事業目的】
洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。

改修延長

本川 :L=15,990m
支川 :L=8,3∞m
河道拡幅、河床掘削、護岸整備、

橋梁架替、堰改築等

大
付
着

改修区間 L=15,990m

減催兄灯

②
上石ホ福

川協町

6

長峙県波佐見町

,フ
・肛 ‐区関 (右岸)‖2盟 定長崎県川翻町

li,■ 2巌ホ枚害

床と 07戸

川胡川横断国

ノ
ノ

小段撤去および河床整正

―
ⅢヽllI 1 ィ

著具要ムS50～



事業概要

過去の

(出 水時)

平成2年7月 2日 に発生した洪水時の基準点山道橋下流の
被災害4犬況。当時水田であつた地区が、現在では宅地化
されている。

7

土

8

想定辺遺区増

川協中

山道橋

卜.― ■,■―

(現在)



川棚橋から下流を望む 川棚大橋から下流を望む

過去の被災写真

過去の被災写真

平成2年7月 2日 に発生した洪水時の状況

:型四里市節拠鋼墜理ヒ督

!卜と裏算う垂本い】)球

平成2年7月2日 に発生した決水時の状況

9

10



現況写真
江川橋 (0/徊付近)上流で築堤及びパ
ラペットによる堤防高を確保

(下流域 )

志折橋 (支川志折川含流点) (中 流域)
倉本橋 (2/2∞付近)上流で、築堤、河道拡
幅及び河床掘削による整備を実施

上石木橋下流の改修済みの吠況

11

現況写真
鹿山橋 (12/000付近)上流で左岸側に
築堤による河道の確保を実施 (上流域)

上石木橋の施工済み
(支川石木川)

山連橋 (1/400付近)上流で山連1阻の改築及
び築堤及びパラペットによる爆防高を確保

山道橋上流 (改修済 )江川橋上流 (改修済 )

与i手戸

,評

√ダ

J

志折橋上流 (改修済 ) 麻生瀬橋下流 (改修済 )

中E

12/4∞付近で、同じく左岸側の築堤による
河道の確保を実施

波佐見中央小学校付近 (改修済 )

上石木橋下流 (改修済 )

華

12



再 に至 つた理
ヽ
Ｉ
ノ

↓

‥

【完了工期】H30(前回) H34(変更)

呑
清

→

改修区間 L=15,990m

波佐見町

13

②
■石本格

JI欄町

に至つた理由 (2)

【事業費増】140B5億円(前回)
→ 143B5 (変更)

ボーリング調査結果による
岩盤掘削費用の増加

〔事業費増の主な内容〕

江川橋上流の山付部が堅硬な岩

盤を掘削することから、周辺ヘ

の影響を低減させる工法を採用
し、掘削に時間を要するため。

事業費増の内害 増観 主な増根理由

①岩盤掘削 約2.8億円 堅硬な岩盤掘削費の増

②その他(設計等) 約0.2億円 ボーリング調査および設計費の増加

計 約3.0億円

14



費用対効果分析

【B/C】 lB69(前 )→ 1日65(現行 )

〔マイナス要因〕
・事業費の増 (岩盤掘肖1費の増加)

・工期の延長 (周辺影響に配慮した工法の採用)

〔プラス要因〕
・浸水区域内資産額 (単価)の増加

(年平均被害軽減期待額13億円⇒14億円)

対応方針
(原案)

15
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【事業の経緯】

河川-10  佐々川総合流域防災事業の経緯
別添資料刊

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完了 (億円)

第 1回審議
(H10)

再評価後
5年経過

S36 H15 69.1 9.49

改修延長卜6,230m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第2回審議
(H¬ 5)

再評価後
5年経過

S36 H20 69.1 12.23
改修延長い6,230m

河道拡幅、河床掘肖1、 築堤、護岸、
橋梁、堰等

第3回審議
(H20)

再評価後
5年経過

S36 H23 69.1 11.70

改修延長卜6,230m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第4回審議
(H25)

再評価後
5年経過

S36 H30 76.1 10.44

改修延長い6,230m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第5回審議
(H30:今回)

再評価後
5年経過

S36 H35 84.1 9.39

改修延長卜6,230m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等



ス

事業名 総合流域防災 事業区間
見返橋～新開堰
L=4,930m河川名 佐々川

再評価後5年経過再 評 価 の 実 施 理 由

改修延長が長く橋梁等の構造物も多い。また、軟弱地盤対策に時間を要
するため。未着工或いは事業が長期間要している理由

事  業  目  的 洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。

事 業 実 施 内 容 河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、橋梁、堰等

上 位 計 画 に お け る 位 置 づ け
長崎県長期総合計画チャレンシ

ヤ
2020

9-(4)-5(地 震 ,大雨・台風・高潮などの自然災害に備えた施設整備な
ど防災対策の推進)

1/10

事
業
内
容

目標流量 820コn3/s 治水安全度

昭和36年度 工事着工年 昭和36年度事業採択年 昭和36年度 用地着手年

74.5億円(進捗率 88.6%)
5,7億円(進捗率 98.8%)

全体事業費
(内用地費)

84.1億 円
5,7億円

投資事業費
(内用地費)

事業進捗状況
下流部右岸側の築堤、中流部の河床掘削、及び最上流部の改修工事が残つているが、
ほぼ全川にわたつて河道の拡幅、護岸の整備などは完了している。

全川にわたつて、計画流量の80%の流下能力を確保している。

事
業

の
進
捗
状
況 一連の整備効果の発現状況

現状での課題 事業を促進し、早期完成を目指す。(平成35年度完成予定)

① 浸水戸数

② 農地浸水面積

③ 重要な公共施設等

④ 災害弱者関連施設

⑤ その他

540 戸

60   h五

町役場 1、 文化会館 1、 高等学校 1、 浄水場 1、 駅 1、 郵便局1、 公民館 1、

体育館2、 武道館 1、 図書館 1、 郷土資料館1等

福祉センター3、 幼稚園1、 保育園2、 小中学校2、 病院2、 医院4、 歯科医院6

松浦鉄道

災害発生時影響 (想定氾濫区域内)

① 主な被災年

② 最大浸水戸数

③ 最大農地浸水面積

④ 重要な公共施設等

⑤ 災害弱者関連施設

⑥ その他

昭和42年、47年、平成2年、3年、14年、21年、22年

1558戸 (昭和42年 )

168.5ha(昭 和42年 )

不明

不明

不明

過去の災害実績

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況

① 改修 目標流量に対する現況流下能力の割合 :約80%

② 現況の治水安全度   : 1/2以下

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等

の
変
化

地
域

の
状
況

③ 関連事業との整合性の
変化

④ 地域の事業に対する社
会的評価

⑤ 事業の状況

西九州自動車道のインターチェンジが整備されているため、周辺で企業
などの立地が見受けられる。

地域住民の協力を得て事業を実施している。また、佐々川をきれいにする
会などが中心になり河川愛護活動が行われている。

特になし。

洪水氾濫被害に対する安全の確保のため事業の早期完成が望まれてい

る。

改修延長も長く、橋梁等の構造物も多い。また、軟弱地盤対策に時間を

要するため、完成年度が平成30年度から平成35年度に延びる。

① 地域開発の状況

② 地域の協力体制

治水経済調査マニュアル (案)に基づき分析

総便益 (B): 302,658百 万円

総費用 (C):  30,592 百万円

B/C= 9.89

費
用
対
効
果
分
析

再評価による今後の対応方針 事業継続



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

河川-10総合流域防災事業

佐々川

長崎県

位置図
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過去の被災写真
『平成14年9月 の水害状況』

写真 :後々町役娼

写真:佐々町侵壻 写真:佐々町役場

5

過去の被災記録

年月日

時間雨量

<24時間雨量>
※流域平均雨量

被害状況

S42.7.9

111.7(mm/h)

<225.3(mm/24h)>

死者行方不明者 :50人

床上日床下浸水 1,558戸

浸水面積 :394ha

被害総額 5億3千 7百万円

H2.7.2

47.4(mm/h)

<295.8(mm/24h)>

床上日床下浸水 11戸

浸水面積 :32ha

被害総額 6千 1百万円

H14.9.16 62.8(mm/h)

<322.6(mm/24h)>

床上日床下浸水 44戸

浸水面積 !77.2ha

H21.7.25

88.5(mm/h)

<252.5(mm/24h)>

床上口床下浸水 9戸

浸水面積 :120.Oha

H22.7.13 66.5(mm/h)

<129.0(mm/24h)>

床上日床下浸水 1戸

浸水面積 :103.Oha
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小春稲 :下流側

小香橋 :上流側

現況写1真

I男況写1真

見返橋 :上流石岸側

市瀬川含流付近

神田市瀬稲の上流側

7

佐々大橋下流側付近

右岸側の護岸整備施エ



再評価に至つた理由 (1)

【完了工期】  H30(前回)→ 皿  (変更)

護岸整備実施にあたうて、軟弱地盤対策の追加工事が必

要となつたため、完了工期をH30か らH35へ延長する

イ
′

′

′

′  '
′   f

′′

軟羽地盤での離岸工事

9

再評価に至つた理由 (2)

【事業費増】 76E l億円 (前回)→ 84日 1億円 (変更)

軟弱地盤対策のとして、護岸工基礎部の地盤改良が必要とな

り、護岸工事の事業費が増加 した

〔事業費増の主な内容〕

兄返積の上流右岸側

地盤改良

事業覺増の内害 増観 主な増観理由

①軟弱地盤対策 約5.0億 円 地盤改良工事の増

②その他(仮設工) 約3.0億 円 締切りなどの仮設工の変更

計 約8.0億 円

10



費用対効果分析

【B/C】 10.44(前回)→9.89(現行)

〔マイナス要因〕
・護岸整備等の事業費の見直しにより、事業費が約8億

円増加したことにより、 総費用が 増加。
(事業費 :76億→ 84億に増加)

〔プラス要因〕
・想定氾濫区域内の資産が、佐々町の都市開発整備に伴

い、家屋、従業員数等の資産数量が増加したことで、被
害額が増加。
(年平均被害軽減期待額 :42億→ 52億に増加)

対応方針
(原案)

11
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